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(57)【要約】
【課題】路盤材や埋戻し材といった土壌分野へ利用される土木資材の原料となる燃焼灰か
らのフッ素および重金属類を土壌環境基準値以下にすることであり、特にセメントの固化
が進みにくい冬期においても、好適に使用できる処理方法の提供。
【解決手段】平成１５年環境庁告示１８号に基づく溶出試験方法で溶出させた場合にフッ
素０．８ｍｇ／Ｌおよび重金属類として６価クロム０．０５ｍｇ／Ｌ、鉛０．０１ｍｇ／
Ｌの少なくとも1項目以上が超過する成分を含有する燃焼灰に、粘土質土壌、セメント、
耐寒剤および水を加えて混練して養生することにより、１０℃以下の養生条件下において
も、前述溶出量が基準値以下となるように不溶化するフッ素および重金属類含有燃焼灰の
処理方法。
【選択図】なし



(2) JP 2012-254433 A 2012.12.27

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
平成１５年環境庁告示１８号に基づく溶出試験方法で溶出させた場合に溶出量がフッ素０
．８ｍｇ／Ｌおよび重金属類として６価クロム０．０５ｍｇ／Ｌ、鉛０．０１ｍｇ／Ｌの
少なくとも1項目以上が超過する成分を含有する燃焼灰に、粘土質土壌、セメント、耐寒
剤および水を加えて混練して養生することにより、前記溶出量が基準値以下となるように
不溶化するフッ素および重金属類含有燃焼灰の処理方法。
【請求項２】
前記養生条件が１０℃以下であることを特徴とする請求項１記載のフッ素および重金属類
含有燃焼灰の処理方法。
【請求項３】
前記粘土質土壌が０．００４～０．０６ミリメートルからなるシルト主体である請求項１
又は２に記載のフッ素および重金属類含有燃焼灰の処理方法。
【請求項４】
前記耐寒剤が燃焼灰とセメントの混合物固形分１００質量部に対し、固形分換算で１～１
０質量部添加する請求項１～３のいずれか１項に記載のフッ素および重金属類含有燃焼灰
の処理方法。
【請求項５】
前記耐寒剤が塩化カルシウム系耐寒剤であり、前記燃焼灰とセメントの混合物固形分１０
０質量部に対し、塩化カルシウム系耐寒剤中の塩化カルシウム分１．０～５質量部を混合
する請求項１～４のいずれか１項に記載のフッ素および重金属類含有燃焼灰の処理方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、フッ素および重金属類含有燃焼灰の処理方法に関する。さらに詳しくは、環境
省で２００３年２月に施行された土壌汚染対策法での規制対象物質であるフッ素および重
金属類の溶出規制値に適合するため、これらを含む燃焼灰に、産業廃棄物として有効利用
されていない粘土質土壌、セメント、塩化カルシウム系耐寒剤および水を加えて混練して
養生することにより、その燃焼灰中に含まれるフッ素の溶出量を０．８ｍｇ／Ｌ以下、六
価クロムの溶出量を０．０５ｍｇ／Ｌ以下、鉛溶出量を０．０１ｍｇ／Ｌ以下にする燃焼
灰の処理方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
地球温暖化防止策の一環として、非化石燃料である廃タイヤや木屑、ＲＰＦといった新エ
ネルギーを燃料としたボイラの稼動が進んでいる。ただし、新エネルギーボイラから排出
される燃焼灰の量は、化石燃料ボイラの場合に比べて非常に多く、一部セメント原料とし
て利用される場合もあるが、燃料由来の塩素分や有害物質を多く含有する場合は、セメン
ト原料としての引き取りも難しく、埋立て処分されている場合が多く、有効活用するため
に無害化処理方法が求められており、多くの処理方法が開示されている。
中でもセメントを用いる処理方法が多く開示されているが、寒冷地をはじめとして温度が
低い状態ではセメントの固化が進まず、養生の効果が十分でなく、フッ素やその他重金属
の溶出抑制が不十分であることがある。
【０００３】
セメントを用いる技術として、例えば、焼却灰や溶融飛灰に製鋼スラグ微粉末、フライア
ッシュ、を水とともに加えて混合し、押し出し成型機にて成型する方法が開示されている
（特許文献１）。しかしこの方法は、溶出を抑制するために混合物を成型した後、養生に
６週間以上かける。または養生期間短縮のために蒸気養生やオートクレーブ養生を必要と
し、取り扱う作業者の安全面の確保もさることながらコストがかかり過ぎ、加えて使用す
る製鋼スラグやフライアッシュの粒度に制限を受ける等々、溶出抑制が如何に困難である
かの一端を示している。
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【０００４】
土、炭および焼却灰などからの重金属の溶出を抑える方法として、水砕スラグ、二水石膏
に消石灰またはセメントを混合した固化主剤と塩化カリウム、塩化マグネシウム、塩化ナ
トリウム、塩化カルシウム、塩化アンモニウム、炭酸カリウム、等々の１０種類から５種
以上を選択し、且つクエン酸等３種類から１種以上を選択してなる固化助剤を配合して土
質固化剤とし、さらに得られた土質固化剤と土類、炭類、多孔質体、等々の物質を混合固
化する技術が開示（特許文献２）されているが、非常に数多くの薬品が必要であり処理の
手間やコストもかかることに加え、結果的に実施例で示された鉛溶出量は０．０３ｍｇ／
Ｌと土壌環境基準値を超過しており多種多様な薬品を加えただけでは焼却灰中のフッ素お
よび重金属類の十分な溶出抑制は期待できない。
【０００５】
焼却灰の無害化固化処理方法として、焼却灰１００質量部と砂１０～３０質量部の混合物
１００質量部に対し、セメント主体の固化剤（セメント、リグニンスルホン酸ソーダ、ト
リポリリン酸ソーダ、ジルコニウム、ソーダ灰／塩化カルシウム、酸化第一鉄の混合物）
を１５～３０質量部及び合成エマルジョン樹脂溶液を、焼却灰、砂、セメント主体助剤の
混合物量に対し、７～１５質量部混合し、成型して養生する方法が特許化されている（特
許文献３）。記載の固化剤にはセメント以外に６種類と多くの薬品を組み合わせ、製造工
程としては複雑化している。ただし、実施例と比較例の効果比較において文献本文にも記
載されているとおり、重金属の溶出有無は合成エマルジョンの有無のみでの差異だけであ
ることから、溶出抑制物質は単に合成エマルジョンだけであったことが容易に読み取れる
。
また、いずれの文献においても常温、または加温した条件にて溶出抑制の処方を行われて
いる。
【０００６】
このように燃焼灰中のフッ素および重金属類を土壌環境基準値以下に溶出抑制できる技術
が容易でないことの一端が伺われるが、さらにセメントの使用が制限される冬期養生条件
下での溶出抑制技術は皆無であった。
【特許文献１】特開１９９９－１６５１４４号公報
【特許文献２】特開２００５－２７２５１０号公報
【特許文献３】特許第３０７７６４４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
本発明が解決しようとする課題は、路盤材や埋戻し材といった土壌分野へ利用される土木
資材の原料となる燃焼灰からのフッ素および重金属類を土壌環境基準値以下にすることで
あり、特にセメントの固化が進みにくい冬期においても、好適に使用できる処理方法であ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
上記の課題を解決するためには、燃焼灰とシルト等の粘土質土壌、セメントおよび耐寒剤
を加えて、燃焼灰からのフッ素および重金属の溶出抑制を達成する方法であり、以下の発
明を包含する。
（１）平成１５年環境庁告示１８号に基づく溶出試験方法で溶出させた場合に溶出量がフ
ッ素０．８ｍｇ／Ｌおよび重金属類として６価クロム０．０５ｍｇ／Ｌ、鉛０．０１ｍｇ
／Ｌの少なくとも１項目以上が超過する成分を含有する燃焼灰に、粘土質土壌、セメント
、耐寒剤および水を加えて混練して養生することにより、溶出量が基準値以下となるよう
に不溶化するフッ素および重金属類含有燃焼灰の処理方法。
（２）前記養生条件が１０℃以下であることを特徴とする（１）記載のフッ素および重金
属類含有燃焼灰の処理方法。
（３）記粘土質土壌が０．００４～０．０６ミリメートルからなるシルト主体である（１
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）又は（２）記載のフッ素および重金属類含有燃焼灰の処理方法。
（４）前記耐寒剤が燃焼灰とセメントの混合物固形分１００質量部に対し、固形分換算で
１～１０質量部添加する（１）～（３）のいずれか１項に記載のフッ素および重金属類含
有燃焼灰の処理方法。
（５）前記耐寒剤が塩化カルシウム系耐寒剤であり、前記燃焼灰とセメントの混合物固形
分１００質量部に対し、塩化カルシウム系耐寒剤中の塩化カルシウム分１．０～５質量部
を混合する（１）～（４）のいずれか１項に記載のフッ素および重金属類含有燃焼灰の処
理方法。
【発明の効果】
【０００９】
本発明の燃焼灰の処理方法は、フッ素および重金属類の溶出量を土壌環境基準値以下に溶
出抑制することが可能で、特に気温の低い冬期においても溶出抑制が可能な方法である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
以下、本発明について詳細を説明する。
本発明者らは、フッ素及び重金属類含有燃焼灰を無害化し有効活用するために、該燃焼灰
に粘土質土壌およびセメント、更に種々のセメント混和剤について鋭意研究を進めた結果
、耐寒剤を添加することで、冬期養生条件下においてもフッ素および重金属類を同時に溶
出抑制させる効果があることを見出した。
本発明で使用される燃焼灰としては、石炭などの固形燃料、木屑・樹皮などのバイオマス
燃料、ＲＰＦ、ＲＤＦ、廃タイヤなどの廃棄物燃料、廃紙・黒液・製紙スラッジ活性汚泥
などの廃棄物系バイオマスを燃焼した際に発生する燃焼灰であり、詳しくはこれらを燃焼
した際に排出されるガスをサイクロン電気集塵器（ＥＰ）やバグフィルター等で捕獲した
飛灰（それぞれＥＰ灰とバグ灰と略す）等であり、粒度は特に範囲を選ばない。
燃焼灰は、１種または複数から選ばれた燃料または廃棄物を燃焼させて得られた燃焼灰で
あればよく、複数の燃焼灰を混合しても原料の燃焼灰として用いることもできる。
【００１１】
本発明で使用される粘土質土壌としてはシルトを主体としたものを使用する。シルトとは
砂と粘土の中間の大きさのもので、一般に微砂とも呼ばれている。地質学・岩石学では１
／１６～１／２５６ミリメートル（約０．００４～０．０６ミリメートル）、土壌学では
０．００２～０．０２ミリメートルの粒子をさし、１／２５６ミリメートルより小さなも
のを泥土、１／１６ミリメートルより大きなものを砂として分類されている。本発明にお
いては１／１６～１／２５６ミリメートルの大きさのものをシルトとして有効利用するも
のである。ただ、シルトは発生する産業においても厳密に分画している事例は多くなく、
砂分を回収した後に沈殿池にて沈降したものを廃棄処理しているのが実情である。こうし
た事情も鑑み、シルト分以外の粒径のものが多少含まれても本発明においては好適に使用
できるものである。
【００１２】
本発明に使用するセメントとしては、高炉セメントが挙げられるが、ポルトランドセメン
トに対する高炉スラグの配合によってＡ種、Ｂ種、Ｃ種に分類されるが、特に限定される
ものではない。
本発明においてはセメントの配合が必須であるが、配合量は燃焼灰、粘土質土壌、セメン
トの各固形分量合計からの比率で表され、セメントは１０～６０質量％の間で選択される
。１０質量％より小さい配合率ではセメントによる固化への寄与率が小さく、耐寒剤効果
の差異が不明瞭となるので好ましくない。一方、６０質量％を越えるセメントの配合率で
は固化への効果はあるもののコストアップにつながることから経済的に好ましくない。
【００１３】
本発明において、使用する耐寒剤は、セメントの水和反応を促進するものであり一般に市
販されているものでよい、防凍剤とて市販されているものでもよい、形状は固液どちらで
も良いが均一な撹拌、綱混練時間短縮のため液状がより好ましく、主成分に、無機質窒素
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化合物、塩化カルシウム、硫酸カルシウム、亜硝酸ナトリウム、亜硝酸カルシウム、硝酸
カルシウム等を用いて市販されている。中でも塩化カルシウム主体の耐寒剤は塩化物イオ
ン量が多いため、鉄を腐食する弊害が認められているが、比較的安価で取り扱いが容易で
あることから鉄筋を使用しない場所、例えば再生路盤材として好適に使用できる。
耐寒剤は燃焼灰とセメントの固形分の合計１００質量部に対して固形分換算１～１０質量
部で添加することが好ましい。１質量部未満ではセメントの水和反応の促進に寄与せず、
溶出抑制効果が発現しないため好ましくない。また１０質量部を超えて添加しても効果が
頭打ちになり経済的に好ましくない。
燃焼灰とセメント、粘土質土壌および塩化カルシウム系耐寒剤で処理する際は、燃焼灰、
セメント固形分の合計１００質量部に対して、塩化カルシウム系耐寒剤中の塩化カルシウ
ム分は１．０～５質量部、特に好ましくは１～３質量部加える。塩化カルシウム系耐寒剤
は添加水の一部として添加し、その分を考慮して調整水は減らして添加する。
【００１４】
また、セメントとともに水和反応に必要な水を付与させるが、一般水道、工業用水、また
は工場排水等の不純物を取除く目的で別途薬品を添加した処理水も好適に使用できる。
【００１５】
添加する水の量は、極端に多い場合は水和反応に時間がかかり、強度は低くなり、極端に
少ない場合は、十分な水和反応が進まず固化が困難となるなどの養生後の固化品の強度に
影響を与えることが知られている。ただ、一般的に耐寒剤を添加する際の注意点として、
耐寒剤が液体品の場合は含まれる水分は添加する水の一部として換算する。さらに耐寒剤
の使用説明書には一般的に最大水セメント比（Ｗ／Ｃ比）は５０％程度と記載されている
例が多く見られるが、本発明においてはシルトを含み、且つ燃焼灰が吸水性に富むことか
ら必ずしも前述の一般的な水セメント比とは一致しない。燃焼灰を含むことにより水の保
持性能に優れ、安定した水和反応が進められることも他には類を見ない本発明の特徴の一
つに挙げられ、例えば混練後の取扱い易さで水量を決めるなど、水和反応に必要な量を常
識的な範囲で採用すれば良い。
【００１６】
本発明においては、乾燥状態の燃焼灰とセメントを予め均一に分散するように混合し、つ
いで水分を含む粘土質土壌、塩化カルシウム系耐寒剤と必要な水分を加えて、全材料の混
合および混練を行うことが好ましい。ただしこれらを別々の装置で行う必要はなく、公知
の混合・混練装置を用いて混練することが好ましい。
【００１７】
以下に機器の一例を挙げると日工ダッシュミキサ、ドラムミキサ、傾胴ミキサ、リボンミ
キサ、アイリッヒインテンシブミキサ、ペレガイアミキサ等の公知の混合攪拌装置を好適
に用いることができる。また、攪拌時間については、機器により攪拌能力に特徴があるた
め規定はあえて行わないが、目安として１～１５分程度である。
【００１８】
本発明は混練後の養生温度が低い場合でも溶出抑制効果がある。１０度以下の条件となる
冬期においてもハウスや室などで加温することなく、屋外で養生を行う。１０度以上の養
生条件においても、耐寒剤添加によってセメントの水和反応は促進されフッ素や重金属類
の溶出を抑制する効果はあるが、無添加の場合でもセメントの水和反応は進むため、差が
少なくなる。用途によって異なるが、再生路盤材として使用する場合、固化後の粉砕が行
いやすい形状にて養生して固化する。養生日数は、およそ１～２８日間、好ましくは７日
間～１４日で養生する。
【実施例】
【００１９】
以下に実施例及び比較例を挙げて本発明を具体的に説明するが、もちろん本発明はこれに
よって何等制限されるものではない。なお、特に示さない限り、燃焼灰は以下の燃焼灰を
、シルトは以下の粒径分布のものを用いた。また、特に示さない限り、実施例及び比較例
における薬品の添加率は燃焼灰、セメント等の全固形分の割合として質量％で示す。また
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、実施例１に処理に関する詳細を示し、他の実施例と比較例においては差異を明らかにす
るため主な変更点を示す。
【００２０】
燃焼灰（１）の性状
廃タイヤ５０質量部、廃材等の木質原料２５質量部、製紙スラッジ２５質量部を燃料とし
た流動床炉のバグフィルター捕集燃焼灰を燃焼灰とした。また、燃焼灰のフッ素および重
金属類の溶出量を測定し、表１に記載した。
【００２１】
燃焼灰（２）の性状
廃タイヤ４８質量部、廃材等の木質原料３２質量部、製紙スラッジ２０質量部を燃料とし
た流動床炉のバグフィルター捕集燃焼灰を燃焼灰とした。また、燃焼灰のフッ素および重
金属類の溶出量を測定し、表１に記載した。
【００２２】
シルトの粒径分布
採石場にて砕石後、製品として分級した残さについて沈殿池で沈殿させて濃縮したものを
原料のシルトとして使用した。
このときのシルトについてレーザー回折散乱式粒子径分布測定装置（Ｍｉｃｒｏｔｒａｃ
＿ＭＴ－３３００ＥＸ）を用いて粒径を測定すると平均粒径１１．４４μｍ、６２μｍ以
上が５．６％、３．９μｍ以下が２８．０％含有からなるものであった。
【００２３】
（Ａ）溶出試験方法
平成１５年環境省告示第１８号に順じて行なった。すなわち、試料を十分風乾後、非金属
製である目開き２ｍｍの篩を通過させたもの５０ｇを、１，０００ｍＬの蓋つきのポリエ
チレン容器に取り、純水（ｐＨ５．８～６．３）を５００ｍＬ加えて試料液を調整した。
この試料液を、常温、大気圧下で、産廃溶出振とう機（タイテック社製）を用いて６時間
連続振とうした（振とう幅４～５ｃｍ、振動数２００回／分）。ついで、振とう後の試料
液を、３０分間静置した後、毎分約３，０００回転で２０分間遠心分離した。上澄み液を
孔径０．４５μｍのメンブレンフィルターでろ過し、ろ液を取り、定量に必要な量を計り
取り、これを検液とした。
【００２４】
（Ｂ）フッ素の測定方法
検液をイオンクロマトグラフ（ＩＣＳ－２０００／（株）日本ダイオネクス社製）で定量
した（ＪＩＳ　Ｋ　０１０２の３４．２、水質環境基準告示付表６）。
【００２５】
（Ｃ）六価クロムの測定方法
検液をジフェニルカルバジド吸光光度法で定量した（ＪＩＳ　Ｋ　０１０２の６５．２．
１）。
【００２６】
（Ｄ）鉛の測定方法
検液をＩＣＰ質量分析法で定量した（ＪＩＳ　Ｋ　０１０２の５４．４）。
【００２７】
実施例１
絶乾質量１，１６６ｇの燃焼灰（１）に対し（固形分２１．２質量％相当）、高炉Ｂセメ
ント２，１３４ｇ（固形分３８．８質量％相当）添加し、アイリッヒインテンシブミキサ
（（株）日本アイリッヒ社製）を用いて予備攪拌として１分間混合した。ついで固形分濃
度５６．７％のシルトを、シルトの持ち込み水分を考慮して全部で３，８８０ｇ（固形分
４０質量％）添加し、塩化カルシウム系耐寒剤（ボース耐寒剤２５％溶液、（株）ボース
社製）２７５ｇ、および調整水を５３４ｇ加えて、混練を２分間行った。これら原料の配
合比と添加剤の質量％については、表２に記載した。５℃での固化養生期間（材齢）を７
日間経た後、固化したサンプルについて平成１５年環境省告示第１８号に従い溶出試験を



(7) JP 2012-254433 A 2012.12.27

10

20

30

40

50

行ったところ、表３に示すようにフッ素、鉛、六価クロムいずれの元素の溶出量も土壌環
境基準値以下であった。
【００２８】
実施例２
調整水の量を３６９ｇとした以外は実施例１と同様に処理を行った（表２）。５℃養生で
の材齢７日間の固化サンプルからのフッ素、鉛、六価クロムの溶出量は、表３に示すよう
に土壌環境基準値以下であった。
【００２９】
実施例３
絶乾質量９５４ｇの燃焼灰（１）に対し、高炉Ｂセメント１，７４６ｇ添加し、アイリッ
ヒインテンシブミキサを用いて予備攪拌として１分間混合した。ついで固形分濃度５６．
７％のシルトを、シルトの持ち込み水分を考慮して１，８００ｇ添加し、ＡＥ剤０．４５
ｇ、亜硝酸カルシウム系耐寒剤（ポズテック９９、ＢＡＳＦポゾリス（株）社製）２２５
ｇおよび調整水を２９７ｇ加えて、混練を２分間行った（表２）。５℃での固化養生期間
（材齢）を７日間経た後、固化したサンプルについて平成１５年環境省告示第１８号に従
い溶出試験を行い、表３に示すようにフッ素、六価クロムおよび鉛の溶出量は土壌環境基
準値以下であった。
【００３０】
実施例４
絶乾質量６，６００ｇの燃焼灰（２）に対し、高炉Ｂセメント８，８００ｇ添加し、つい
で固形分濃度５０％のシルトを１３，２００ｇ添加し、耐寒剤として塩化カルシウム（塩
化カルシウム３５％溶液、（株）トクヤマ社製）１，１００ｇおよび調整水を２，３６７
ｇ加えて、２軸式のダッシュ２００Ｎ型ミキサー（日工（株）社製）を用いて混練を２分
間行った。これら原料の配合比と添加剤の質量％については、表４に記載した。５℃での
固化養生期間（材齢）を７日間経た後、固化したサンプルについて平成１５年環境省告示
第１８号に従い溶出試験を行い、表５に示すようにフッ素、六価クロムおよび鉛の溶出量
は土壌環境基準値以下であった。
【００３１】
実施例５
塩化カルシウム系耐寒剤１，９８７ｇおよび調整水を９０９ｇ加えた以外は、実施例４と
同様に処理を行った（表４）。５℃での固化養生期間（材齢）を７日間経た後、固化した
サンプルについて平成１５年環境省告示第１８号に従い溶出試験を行ったが、表５に示す
ようにフッ素および六価クロム、鉛の溶出量は土壌環境基準値以下であった。
【００３２】
実施例６
混練処理後の固化養生温度として、夏期を想定して２６℃とした以外は、実施例４と同様
に処理を行った（表４）。２６℃での固化養生期間（材齢）を７日間経た後、固化したサ
ンプルについて平成１５年環境省告示第１８号に従い溶出試験を行ったが、表５に示すよ
うにフッ素および六価クロム、鉛の溶出量は土壌環境基準値以下であった。
【００３３】
比較例１
絶乾質量１，１６６ｇの燃焼灰（１）に対し、高炉Ｂセメントを２，１３４ｇ添加し、ア
イリッヒインテンシブミキサを用いて予備攪拌として１分間混合した。ついで固形分濃度
５６．７％のシルトを３，８８０ｇ（固形分総質量の４０％）添加し、調整水を１，０１
５ｇ加えて、混練を２分間行った。これら原料の配合比と添加剤の質量％については、表
２に記載した。５℃での固化養生期間（材齢）を７日間経た後、固化したサンプルについ
て平成１５年環境省告示第１８号に従い溶出試験を行ったが、表３に示すようにフッ素の
溶出量は土壌環境基準値以下であったが、六価クロム溶出量が０．０６７ｍｇ／Ｌ、鉛溶
出量が０．０１１ｍｇ／Ｌとそれぞれ土壌環境基準値を超過した。
【００３４】
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リグニン成分としてクラフト蒸解後の黒液（固形分濃度２０％）２７５ｇおよび調整水５
２０ｇを加えた以外は比較例１と同様に処理を行った（表２）。５℃での固化養生期間（
材齢）を７日間経た後、固化したサンプルについて平成１５年環境省告示第１８号に従い
溶出試験を行ったが、六価クロムの溶出量は土壌環境基準値以下であったが、フッ素の溶
出量が０．８４ｍｇ／Ｌと鉛溶出量が０．０１２ｍｇ／Ｌとそれぞれ土壌環境基準値を超
過した（表３）。
【００３５】
比較例３
調整水１，０１５ｇの代わりに人工海水を１，０１５ｇ加えた以外は比較例１と同様に処
理を行った（表２）。５℃での固化養生期間（材齢）を７日間経た後、固化したサンプル
について平成１５年環境省告示第１８号に従い溶出試験を行ったが、鉛の溶出量は土壌環
境基準値以下であったが、フッ素および六価クロム溶出量がそれぞれ、０．８１ｍｇ／Ｌ
および０．０５４ｍｇ／Ｌと土壌環境基準値を超過した（表３）。
【００３６】
比較例４
絶乾質量６，６００ｇの燃焼灰（２）に対し、高炉Ｂセメント８，８００ｇ添加し、つい
で固形分濃度５０％のシルトを１３，２００ｇ（固形分総質量の３０％）添加し、調整水
を４，１８０ｇ加えて、２軸式のダッシュ２００Ｎ型ミキサー（日工（株）社製）を用い
て混練を２分間行った。これら原料の配合比と添加剤の質量％については、表４に記載し
た。５℃での固化養生期間（材齢）を７日間経た後、固化したサンプルについて平成１５
年環境省告示第１８号に従い溶出試験を行ったが、表５に示すようにフッ素および六価ク
ロムの溶出量は土壌環境基準値以下であったが、鉛溶出量が０．０１４ｍｇ／Ｌと土壌環
境基準値を超過した。
【００３７】
【表１】

【００３８】
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【表２】

【００３９】
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【表３】

【００４０】
【表４】

【００４１】
【表５】

【産業上の利用可能性】
【００４２】
実施例１～６と比較例１～４を比較することから明らかなように、冬期養生条件下および
夏期の条件下においても、燃焼灰に由来するフッ素および重金属類は土壌環境基準値以下
に溶出抑制されており、１年をとおして再生路盤材や埋め戻し材といった土壌分野へ安全
に土木材料として利用することが可能となった。
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